
１．富山市のバランスシートについて 

 

Ⅰ 普通会計のバランスシートについて 
 

１ 作成の目的 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、

資産や負債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、企業会計手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の投入

等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、正味資産の状況等を

把握することができ、さらには､地方公共団体間あるいは時系列での比較が可能とな

ります｡ 

 

２ 作成の基準 

本市ではこれまで、国の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」

が示した作成要領（平成１２年３月公表、主に決算統計の数値を活用）に基づきバ

ランスシートを作成しており、全国の主要都市においても概ねこの作成要領に基づ

き作成しています。 

 

一方、国では地方自治体における行財政改革の更なる推進のため、平成１９年 

１０月に複式簿記や公正価値による公有財産評価など企業会計の考え方を導入した

新たなバランスシートの作成要領である「新地方公会計制度実務研究会報告書」を

公表され、各地方公共団体では平成２１年度から２３年度までの間に新たな基準の

バランスシートを作成し、公表することにされております。 

 

本市では、「平成１８年度決算バランスシート」の作成にあたり、基本的には従来

の作成手法を踏襲しながらも、土地、建物など公共資産に関する部分については、

いち早く新たな作成要領に基づき算出したものを計上しており、今後は、［公共資産］

以外の項目についても新たな作成要領で算出できるよう準備を進め、平成２１年度

には新しいバランスシートを公表することにしています。 



（１）対象会計 

普通会計（普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計として

まとめたもの｡本市においては一般会計（介護サービス事業を除く）､ケーブルテレ

ビ事業特別会計、電気通信事業特別会計、公債管理特別会計、公共用地先行取得事

業特別会計、母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、牛岳温泉健康センター事業特別

会計、賃貸住宅・店舗事業特別会計、公共下水道事業会計の一部） 

 

（２）作成の基準日 

  平成１８年度末（平成１９年３月３１日） 

 

（３）基礎数値 

  国の基準に基づいた各年度の決算額 

 

（４）資産評価の方法 

・土地 

固定資産税評価額を基礎として算定。 

 

・土地以外の資産（建物・工作物等） 

原則として再調達価額（再調達のために必要な事業量×単価）から減価償却累計

額を控除して算定。 

 

（参考）昨年度までの資産評価 

・決算統計上の性質「普通建設事業費」を積み上げ、耐用年数ごとに定額法により

減価償却を行うものであるが、資産の除売却が考慮されていないため、実際の評

価額とは乖離が見られる。 

・資産の部の有形固定資産の表示が、企業会計でみられる形態別区分表示（土地、

建物、構築物等）ではなく、決算統計の区分（総務費、民生費等）に基づく行政

目的別となっている。



平成１８年度末富山市普通会計バランスシート 

 

１ バランスシートの概要 

（１）借方／資産の部 合計（６，７８０億円） 

資産合計のうち「1. 公共資産」が６，２５６億円となっています。このうち道路

や橋梁などのインフラ資産２，７４５億円を除いた事業用資産は３，５１１億円と

なっています。 

また、公営企業会計や外郭団体への出資や貸付金などの「2. 投資等」が３５１億

円、財政調整基金や未収金などの「3. 流動資産」が１７３億円となっています。 

【資産の内訳】 

1. 公共資産    ６，２５６億円 

 (1) 事業用資産    ３，５１１億円 

① 有形固定資産    ３，４８７億円 

（土地、建物など） 

② 無形固定資産       ２４億円 

（ｿﾌﾄｳｴｱ、地上権など） 

 (2) インフラ資産   ２，７４５億円 

（道路、橋梁など） 

2. 投資等       ３５１億円 

 

3. 流動資産      １７３億円 

 

計        ６，７８０億円 

 

※資産の詳細については、付属資料：「普通会計 資産評価額内訳」をご参照くださ

い。 

 

（参考）平成１８年度「資産の部」を、従来の作成要領に基づき算出した場合。 

【資産の内訳】                    

1. 公共資産    ５，５１９億円 （▲７３７億円） 

2. 投資等       ３５１億円 （   ０億円） 

3. 流動資産      １７３億円 （   ０億円） 

 

計        ６，０４３億円 （▲７３７億円） 

 

新たな作成要領に

基づく額との差  



（２）貸方／負債の部 合計（２，４０９億円） 

負債合計のうち市債残高（固定負債の市債＋流動負債の翌年度償還予定額）が２，

１４４億円（下表①）となっています。なお、このうち交付税で措置される額は１，

０６２億円（４９．５％）（下表②）であり、実質的な市債残高は１，０８２億円（①

－②）となっています。 

そのほか、退職給与引当金が２６５億円となっています。 

 

 

 

 

（３）正味資産（４，３７１億円） 

資産合計から負債合計を差し引いた正味資産は４，３７１億円となっています。 

 

 

（４）市民一人あたりの金額 

バランスシートを市民一人あたりで見ると、次のようになります。 

 

 ・平成１８年度 

負債合計  ５７万８千円  
資産合計 １６２万６千円  

正味資産 １０４万８千円  

平成１９年３月３１日現在の人口は４１７，０２４人。 



参考として、平成１８年度の中核市における平均を算出しました。 

 

 （中核市の市民一人あたりの平均） 

負債合計  ４５万１千円  
資産合計 １３３万２千円  

正味資産  ８８万１千円  

 

本市と中核市の平均を比べると、資産合計で２９万４千円、負債合計で１２万７

千円、正味資産で１６万７千円、それぞれ本市の方が多くなっています。 

 

＊公表している中核市は全て、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究

会」が示した“従来の作成要領”に基づき作成しています。 

＊中核市平均は、平成２０年１月末現在の中核市３５市のうち、平成１８年度バラ

ンスシートを公表した１７市の平均です。 



２ バランスシートを活用した財務分析 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本整備の結果を示す公共資産のうち、正味資産による整備の割合、負債に

よる整備の割合をみることで、これまでの世代によって既に負担された割合と、将

来の世代による負担の割合がわかります。 

 

 これまでの世代による社会資本の負担比率  
 正味資産合計  ４，３７１億円

 公共資産合計  ６，２５６億円
＝ ６９．９％ （中核市平均７１．８％）(※ )

 （※中核市平均の計算方法：正味資産合計÷有形固定資産）

  
 将来世代による社会資本の負担比率  
 負債合計    ２，４０９億円

 公共資産合計  ６，２５６億円
＝ ３８．５％ （中核市平均３７．７％）  

 

 

（２）予算額対資産比率 

歳入合計に対する資産合計の比率を求めることにより、ストックである資産の形

成に何年分の歳入が充当されたかをみることができます。この比率については、年

数が多いほど社会資本が充実していると考えられます。 

 

 資産合計  ６，７８０億円

 歳入合計  １，７２２億円
＝ ３．９４年分（中核市平均３．９７年分）  

 

 

（３）正味資産比率 

企業会計の財務分析における自己資本比率に相当するもので、この比率が高いほ

ど財政状態が健全であるといえます。ただし、企業会計上の自己資本は「社外から

の資本及び獲得した利益の内部留保の額」であるのに対し、地方公共団体のバラン

スシートの正味資産は、「これまでの世代の社会資本形成の負担額」であり、それぞ

れの指標が表わす意味合いは異なっています。 

 

 正味資産合計  ４，３７１億円

 負債・正味資産合計  ６，７８０億円
＝ ６４．５％（中核市平均６５．４％）  

 



Ⅱ 連結バランスシートについて 

 

１ 作成の目的 

地方公共団体は、普通会計の他に上下水道事業、国民健康保険事業など市民の生

活に密着した様々な事業を行っています。さらに、地方公共団体が直接行う事業と

は別に、市が出資などを行っている外郭団体においても地方公共団体と連携協力し

て行政サービスを実施しています。 

こうしたことから、市全体の資産と負債の状況などを総合的に把握するため、普

通会計に加えて公営事業会計、さらに地方公共団体と連携協力して行政サービスを

実施している外郭団体までを対象とした「富山市連結バランスシート」を作成しま

した。 

 

２ 作成の基準 

国の「連結バランスシートの試行について」（平成 17 年 9 月 13 日公表）に基づき

作成しました。 

 

（１）作成方法 

企業会計を採用している会計と連結対象法人は、それぞれ固有の会計基準が定め

られているため、連結に際しては会計基準の統一は行なわず、既存のバランスシー

トの金額を基礎として連結を行ないました。 

ただし、資産・負債等の項目については、普通会計のバランスシートの項目に合

わせる調整を行なったため、各会計及び団体が固有に作成しているバランスシート

とは違いが生じています。 

 

（２）対象会計 

・普通会計 

・公営企業会計（法適） 

水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計、病院事業会計、国

民宿舎事業会計 

・公営企業会計（法非適） 

中央卸売市場事業会計、牛岳温泉スキー場事業会計、工業団地造成事業会計、

分譲住宅・分譲宅地事業会計、農業集落排水事業会計、駐車場事業会計、介護

サービス事業会計 

・その他の会計 

競輪事業会計、国民健康保険事業会計、老人保健医療事業会計、介護保険事業

会計、農業共済事業会計 

 ※国が示す作成要領では、一部事務組合についても連結対象となっていますが、本

市と連携協力の関係にある一部事務組合では、現在のところバランスシートを作

成していませんので、今年度の連結バランスシートには含めていません。 

 



・外郭団体 

市からの出資比率が５０％以上、または出資比率２５％以上で市が業務運営に

主導的な立場をとっている次の団体 

団  体  名 業 務 内 容 出資割合

株式会社富山市民プラザ 文化ホールの管理 53.2%

財団法人富山市民文化事業団 文化施設の管理と文化事業の実施 60.8%

富山市土地開発公社 
公共用地、公用地等の取得、管理、処

分、土地造成事業 
100.0%

社会福祉法人富山市社会福祉協議会  77.9%

社会福祉法人富山市社会福祉事業団  100.0%

社団法人富山市シルバー人材センター 60 歳以上の高齢者に就労の機会を提供 100.0%

財団法人富山市生活環境サービス し尿処理施設の維持管理等 100.0%

財団法人富山勤労総合福祉センター  50.0%

財団法人富山市勤労者福祉サービスセ

ンター 

中小企業勤労者（会員）に対する福利

厚生事業の実施 
67.4%

財団法人富山市ガラス工芸センター ガラス工芸の人材育成、開発、普及 75.9%

財団法人岩瀬カナル会館 特産品の展示販売・施設の貸館業 83.3%

富山大手町コンベンション株式会社 富山国際会議場の管理運営 58.3%

財団法人富山観光物産センター 
観光宣伝、観光物産情報の収集及び提

供 
54.5%

株式会社まちづくりとやま 
中心市街地活性化のためのタウンマネ

ージメント 
50.0%

財団法人富山市ファミリーパーク公社 富山市ファミリーパークの管理運営 100.0%

財団法人富山市学校給食会 学校給食用物資の調達及び配送 100.0%

財団法人富山市体育協会 

スポーツ団体の育成、競技力向上等の

スポーツ振興、市営スポーツ施設等の

管理運営 

50.9%

財団法人富山市大沢野健康文化推進財

団 
健康・文化関連施設の管理 100.0%

財団法人富山市大山開発公社 
温泉給湯施設の管理、スポーツ施設の

管理、温泉団地内の環境整備 
100.0%

株式会社八尾サービス 
公園緑地の維持管理、スポーツ施設、

公共浴場の経営 
95.8%

財団法人富山市婦中公園緑地管理公社
都市公園･広場施設、自然公園施設、街

路樹、その他緑地の維持管理 
100.0%

株式会社ほそいり 
温泉浴場・レストラン・宿泊施設の運

営、土産物・日常品等の販売 
73.1%

富山ライトレール株式会社 鉄･軌道による旅客輸送 33.1%



（３）作成の基準日 

平成１９年３月３１日現在とし、平成１９年４月１日から５月３１日までの出納

整理期間の収支については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

（４）会計間の調整 

連結処理をするに当たって次のような調整を行いました。従って各団体が固有に

作成しているバランスシートとは違いが生じています。  

 

①既存のバランスシートを修正した主なもの 

・企業会計における企業債は資本から負債へ変更しました。 

・企業会計と外郭団体は出納整理期間がありません。一方、普通会計と特別会計は

５月まで出納整理期間があります。よって企業会計等で３月末日現在、未収金や

未払金と扱われているもので普通会計等から出納整理期間内に支払われたもの等

は、３月までに処理されたものとして「相殺消去等」の欄で調整をしています。（委

託料精算金、施設利用料金など） 

②連結範囲内の取引のため無かったことにしたもの 

・企業会計への出資金等 

・外郭団体への設立時の出資金等 

 

（５）留意事項 

連結バランスシートは、市の会計と市が出資した外郭団体の会計も含めて、ひと

つの行政サービス実施主体とみなすという仮定に基づいた資産や負債の合算額です。

外郭団体の資産や負債が、直接、市に帰属するものではありません。 



平成１８年度末富山市連結バランスシート 

 

１ 富山市連結バランスシートの概要 

単位：億円 

区   分  普通会計 Ａ 連結（調整後）Ｂ  倍率（Ｂ／Ａ）

1.非金融資産  6,256 10,801 1.73
2.投資等  351 190 0.54
3.流動資産  173 682 3.94

資
産 

合  計  6,780 11,673 1.72
1.固定負債  2,242 4,944 2.21
2.流動負債  167 359 2.15

合  計  2,409 5,303 2.20負
債 

負債のうち市債及び  
長期借入金  

2,144 4,861 2.27

資産・負債差額  4,371 6,370 1.46
負債及び資産・負債差額合計  6,780 11,673 1.72

 

（１）資産 

①非金融資産 

非金融資産は、全体で１兆８０１億円、普通会計の１．７３倍となっています。

普通会計以外で主なものは、公営企業会計４，３７１億円（全体の４０．５％）、

第三セクター１５２億円（１．４％）等となっています。 

 

②投資等 

投資等は、全体で１９０億円、普通会計の０．５４倍となっています。 

これは、普通会計から公営企業会計及び外郭団体への出資金を相殺消去してい

るためです。 

 

③流動資産 

流動資産は、全体で６８２億円、普通会計の３．９４倍となっています。 

これは、水道事業会計などの公営企業会計で現金・預金として１２４億円を有

していることと、富山市土地開発公社で公有用地等として２６３億円を有してい

ることなどによるものです。 

 



（２）負債 

市債及び長期借入金 

（固定負債の市債及び関係団体長期借入金＋流動負債（翌年度償還分）の市債及び 

関係団体長期借入金） 

負債合計のうち市債及び長期借入金残高が４，８６１億円（下表①）、普通会計の

２．２７倍となっています。 

なお、このうち交付税で措置される額は２，０６５億円（下表②）（４２．５％）

であり、実質的な市債及び長期借入金残高は２，７９６億円となっています。 

   

非金融資産の増加率（１．７３倍）よりも市債及び長期借入金残高増加率（２．

２７倍）が高いのは、公共下水道事業会計や水道事業会計などの会計は、受益者負

担を原則とし、後年度の使用料収入を見込んで資金調達していることと、資金の償

還年限が普通会計より一般的に長いためです。 

また、富山市土地開発公社が用地を先行取得する財源として借入金を充てている

こともひとつの要因です。 

 



（３）社会資本形成の世代間負担比率 

バランスシートでは、「資産・負債差額」は主に今までの世代の負担により形成され

た社会資本の額を指し、「負債」は将来の返済（後世代による負担）の額を指しています。 

 

・これまでの世代による社会資本の負担比率 

  資産・負債差額合計 ６，３７０億円

 非金融資産合計   １０，８０１億円
＝ ５９．０％ （普通会計 ６９．８％）

  

・将来世代による社会資本の負担比率 

  負債合計    ５，３０３億円

 非金融資産合計 １０，８０１億円
＝ ４９．１％ （普通会計 ３８．６％）

 

 

 

（４）市民一人あたりの額 

連結バランスシートを市民一人あたりでみると、次のようになります。 

 

負債合計    １２７万２千円 

資産合計 ２７９万９千円 

資産・負債差額 １５２万７千円 

平成１９年３月３１日現在の人口は４１７，０２４人 

 

 

   （普通会計の市民一人あたりの額） 

負債合計     ５７万８千円 

資産合計 １６２万６千円 

資産・負債差額 １０４万８千円 

 


